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図 1 分析対象 PAHs の構造式

図 2 薪燃焼粉塵，石炭燃焼粉塵，および，ディーゼル粉塵中

PAH に対する NPAH 濃度比

1NP：1ニトロピレン；Pyr：ピレン；

6NC：6ニトロクリセン；Chr：クリセン；

6NBaP：6ニトロベンゾ［a］ピレン；BaP：ベンゾ［a］ピ

レン；

7NBaA：7ニトロベンズ［a］アントラセン；BaA：ベンズ

［a］アントラセン
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地域発の分析化学

先端的分析技術による環日本海域の

環境解析

1 は じ め に

環日本海域は，急速な経済発展に伴い大気・海洋汚染

物質の排出が進む北東アジア地域，および，アジア大陸

内陸部に広がる世界有数の砂漠地帯の風下にあたり，

PM2.5 や黄砂といった人為起源，自然起源エアロゾルの

相互作用がもたらす環境への影響は，地域的な特徴はも

とより全球規模の気候変動まで極めて複雑かつ幅広いス

ケールに及ぶと考えられる。

金沢大学環日本海域環境研究センター（以後，環日セ

ンター）では，越境汚染のシグナルをいち早く検出する

ことが可能な地の利を活かし，国内外の研究機関との連

携推進と観測ネットワークの構築を目指した「越境汚染

に伴う環境変動に関する国際共同研究拠点」として文部

科学省の共同利用・共同研究拠点に 2016 年度に認定さ

れ，拠点形成を進めている。本稿では，多環芳香族炭化

水素類（Polycyclic aromatic hydrocarbons : PAHs）や

極低濃度環境放射能に関する先端分析技術開発とこれら

の分析手法を活用して取り組んでいる環日本海域の大気

及び海洋環境に関する最近の研究成果を紹介する。

2 PAHs とその代謝生成物の高感度分析

PAHs は，主として化石燃料やバイオマスの不完全燃

焼，および，原油を起源にもち，発癌性と変異原性を示

すことが知られている。調査対象となる代表的な PAHs

を図 1 に示した。環日センターでは，大気中の微量な

PAHs の測定のため，高速液体クロマトグラフィー

（HPLC)蛍光検出法を開発するとともに，ヒトへの
ばく

曝
ろ

露・生体影響を評価するために極微量なニトロ PAHs

（NPAHs）を検出可能な超高感度 HPLC化学発光検出

法1)，水酸化体 PAHs の高感度分析法を開発した2)。ま

た，発生源別の排出特徴を調べたところ，燃焼温度（薪

ストーブ：約 700 °C；石炭ボイラー：約 1100°C；

ディーゼルエンジン：約 2700 °C）による PAHs のモノ

ニトロ化率が異なることを見いだし（図 2），さらに

ディーゼル車排ガスのマーカーである 1ニトロピレン

と母核のピレン濃度比を用いて都市大気中 PAHs，

NPAHs の主要発生源を推定する新しい解析方法を開発

し，東アジア地域に位置する日中韓露の都市の大気中

PAHs，NPAHs の主要発生源を明らかにした3)。

環日センターでは，2006 年に東アジアからの微弱な

越境汚染シグナルを様々な観測項目について分析・解析

する大気観測スーパーサイトを珠洲市に整備するととも

に，2004 年から輪島市で大気エアロゾルの PAHs 測定

を開始，2016 年の共同利用共同研究拠点認定前後で

OC，PM2.5 等の連続観測機器を整備した。輪島測定局

での観測では，冬季に中国東北部の石炭燃焼由来の

PAHs が日本に移動していることを初めて明らかにし

た4)。また，大気エアロゾル中の PAHs は 2004 年から

2008 年までは増加し，2010 年以降は減少し，現在では

同じ年平均値で推移している5)。

また，HPLC 高感度分析法を用いた海洋環境の越境

汚染研究も展開している。2008 年の日本海表層海水中
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図 3 日本海沿岸表層海水の 228Ra/226Ra 放射能比の季節変動

Inoue ら9）の図を改訂
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の PAHs 濃度は，北東域に比べて南東域の方が高く，

東シナ海からの供給が考えられる6)。また，2008 年か

ら 2014 年の観測の結果，日本海と対馬海峡表層海水の

PAHs 濃度は低下し，日本海へ流入する PAHs フラッ

クスの減少が確認された7)。

3 極低レベル環境放射能計測

尾小屋地下測定室（石川県小松市）は，高効率かつ極

低バックグラウンド仕様のゲルマニウム半導体検出器

18 台を備えた世界トップクラスの微弱放射能測定がで

きる研究施設である。宇宙線や岩石など周辺環境からの

放射線の影響を防ぐため，旧尾小屋鉱山廃坑トンネル中

央部にゲルマニウム半導体検出器が設置されている。金

沢城の建物解体時に廃棄された約 200 年前の古い鉛瓦

を検出部の遮蔽材として再利用することで，地上環境の

1/100 のバックグランドを達成し，地下 1000 m より深

い測定室と同様な放射能計測が可能である8)。

ラジウム同位体（226Ra ; 半減期 1600 年，228Ra ; 半減

期 5.75 年）は海水中では溶存性であり，主な供給源は

沿岸堆積物や浅層大陸棚である。そのため，東シナ海沿

岸域の海水では 228Ra の短い半減期が反映して 228Ra/

226Ra 放射能比が高い（～4）大陸棚浅層海水と赤道域

から移動する黒潮海水（228Ra/226Ra＜0.03）が共存し，

対馬海流により東シナ海から日本海へ流入している。8

月から 9 月にかけて日本海表層海水の 228Ra/226Ra 放射

能比が高くなることから，大陸棚浅層海水の流入割合が

増加することを明らかにした9)（図 3）。また，2011 年

3 月の東京電力福島第一原子力発電所事故により放出さ

れた放射性セシウム同位体（134Cs, 137Cs）を極低バック

グラウンド g 線測定法により測定した結果，2011 年度

には大気降下物の影響により 134Cs を検出したが，2012

年には対馬海流により移動したため，検出されなかっ

た。しかし，2013 年以降は再び検出され，太平洋から

日本海への定常的な流入が明らかになった10)。

環日センターでは，環日本海域での大気・海洋・陸域

での観測を継続し，先端的な分析手法を活用して，社会

活動の変化，地球温暖化影響の微弱なシグナルを検出・

解析し，越境汚染に及ぼす影響を評価していく。
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